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   第 ２ 回  熊本県議会    厚生常任委員会会議記録 

 

平成30年４月26日(木曜日) 

            午後１時58分開議 

            午後３時21分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 平成30年度主要事業等説明 

――――――――――――――― 

出席委員(８人) 

        委 員 長 髙 野 洋 介 

        副委員長 岩 本 浩 治 

        委  員 岩 中 伸 司 

        委  員 岩 下 栄 一 

        委  員 藤 川 隆 夫 

        委  員 小早川 宗 弘 

        委  員 西   聖 一 

        委  員 松 野 明 美 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

健康福祉部 

部 長 古 閑 陽 一 

   総括審議員 

兼政策審議監 渡 辺 克 淑 

医 監 迫 田 芳 生 

長寿社会局長 福 田   充 

子ども・ 

障がい福祉局長 柳 田 紀代子 

健康局長 田 原 牧 人 

首席審議員 

兼健康福祉政策課長 沼 川 敦 彦 

健康危機管理課長 厚 地 昭 仁 

首席審議員 

兼高齢者支援課長 唐 戸 直 樹 

認知症対策・         

地域ケア推進課長 柴 田 英 伸 

社会福祉課長 島 川 圭 二 

子ども未来課長 吉 田 雄 治 

子ども家庭福祉課長 木 山 晋 介 

障がい者支援課長 永 友 義 孝 

医療政策課長 岡 﨑 光 治 

首席審議員兼国保・ 

高齢者医療課長 早 田 章 子 

健康づくり推進課長 新 谷 良 徳 

薬務衛生課長 大 川 正 晃 

病院局 

病院事業管理者 三 角 浩 一 

総務経営課長 緒 方 克 治 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 篠 田   仁 

     政務調査課主幹 吉 田   晋 

――――――――――――――― 

  午後１時58分開議 

○髙野洋介委員長 皆さんこんにちは。 

 ただいまから、第２回厚生常任委員会を開

会いたします。 

 それでは、開会に当たりまして、一言御挨

拶を申し上げます。 

 第１回厚生常任委員会で委員長に選任いた

だきました髙野洋介でございます。熊本地震

から丸２年が過ぎたわけでございますけれど

も、いまだ復旧、復興は道半ばでございま

す。この委員会を通しまして、一日も早く復

旧、復興が進むように精いっぱい頑張ってま

いりたいというふうに思います。 

 今後１年間、岩本副委員長とともに、誠心

誠意、円滑な委員会運営を心がけてまいりま

すので、どうぞ皆様よろしくお願いをいたし

ます。 

 委員各位におかれましては、御指導、御鞭

撻をよろしくお願いいたします。 
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 また、健康福祉部長、病院事業管理者を初

めとする執行部の皆様方におかれましても、

御協力のほどよろしくお願いをいたします。 

 簡単ではございますが、挨拶にかえさせて

いただきます。 

 続きまして、岩本副委員長から御挨拶をお

願いいたします。 

 

○岩本浩治副委員長 皆さん、こんにちは。

第１回厚生常任委員会で副委員長に選任いた

だきました岩本浩治でございます。今後、こ

の１年間、髙野洋介委員長を補佐し、一生懸

命、円滑な委員会運営に努めてまいりたいと

思います。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

 また、委員各位、執行部の皆様方の御協力

をよろしくお願い申し上げます。 

 簡単ではございますが、御挨拶にかえさせ

ていただきます。 

 

○髙野洋介委員長 ありがとうございまし

た。 

 それでは、本日の委員会は、執行部を交え

ての初めての委員会でありますので、執行部

の幹部職員の自己紹介をお願いいたします。 

 なお、自己紹介は、課長以上について自席

からお願いいたします。 

 また、審議員、課長補佐等につきまして

は、お手元の説明資料中の役付職員名簿によ

り紹介にかえたいと思います。 

 それでは、健康福祉部、病院局の順でお願

いいたします。 

（健康福祉部長～薬務衛生課長、病院

 事業管理者～総務経営課長の順に自

 己紹介) 

○髙野洋介委員長 １年間、このメンバーで

審議を行いますので、よろしくお願いをいた

します。 

 それでは、主要事業等の説明に入ります

が、質疑につきましては、執行部の説明を求

めた後、一括して受けたいと思います。 

 なお、審議を効率よく進めるために、執行

部の説明は、着座のままで簡潔にお願いをい

たします。 

 まず、健康福祉部長から総括説明を行い、

続いて、担当課長から資料に従い説明をお願

いいたします。 

 初めに、古閑健康福祉部長。 

 

○古閑健康福祉部長 平成30年度の健康福祉

部の主要事業等につきまして御説明を申し上

げます。 

 熊本地震発災から２年が経過しましたが、

健康福祉部では、被災者の方々の早期の生活

再建に向け、さまざまな支援に取り組んでお

ります。平成30年度も引き続き、これまでの

取り組みをさらに加速化させ、被災者お一人

お一人に寄り添った支援をより一層進めてま

いります。 

 それでは、平成30年度の主な施策につい

て、４項目に分けて御説明をいたします。 

 初めに、住まいの再建支援についてです。 

 これまで、４つの住まいの再建支援策の周

知に努めてまいりましたが、今後、さらに再

建を加速化させるため、再建が難しい高齢者

や障害のある方に対して、福祉施策に精通し

た専門家による相談体制を整備し、さまざま

な施策も活用しながら支援を充実させてまい

ります。 

 また、被災者の皆様にわかりやすく情報を

伝えるため、リバースモーゲージ型融資など

の周知を工夫してまいります。 

 住まいの再建支援については、この１年が

非常に重要と考えております。今後も、被災

者の皆様の住まいの再建が一日も早く実現で

きるよう、取り組みを進めてまいります。 

 ２つ目は、結婚、妊娠、出産、子育て支援

についてです。 

 第３子以降の保育料等の無償化の対象年齢

を３歳から就学前まで拡大し、対象施設とし
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て新たに幼稚園を加えることといたしまし

た。これにより、子育て世帯から最も要望が

多い経済的負担の軽減を図り、子育て支援の

充実に努めてまいります。 

 また、保育士のキャリアアップ研修等を通

じて、保育士等の処遇改善や、昨年度実施し

た子どもの生活実態調査の結果を踏まえ、市

町村と連携し、子供の貧困対策を進めてまい

ります。 

 ３つ目は、高齢者や障害児者への支援につ

いてです。 

 高校生の資格取得支援など人材の新規参入

を促進し、福祉・介護分野の人材確保に取り

組むとともに、各地域に在宅医療センターを

設置し、県内全域で在宅医療を推進してまい

ります。 

 また、新たに医療的ケア児等への支援とし

て、保健、医療、福祉等の関係機関との連携

体制の構築に取り組んでまいります。 

 ４つ目は、保健、医療の推進についてで

す。 

 県民の健康寿命の延伸に向けて、第４次く

まもと21ヘルスプランに基づき、企業、団体

への健康経営の推進等に取り組んでまいりま

す。 

 また、医師が不足する地域における医師確

保を図るとともに、看護師等修学資金の貸与

者が僻地等で就業することを促進する取り組

みを進めてまいります。 

 このほか、化血研の事業譲渡の受け皿とな

る新会社への出資を行うとともに、殺処分ゼ

ロを目指す動物愛護の取り組みを加速化して

まいります。 

 また、平成30年６月の住宅宿泊事業法の施

行に伴い、いわゆる民泊を営む者への指導監

督等を適切に行ってまいります。 

 以上、特別会計を含む健康福祉部の平成30

年度の予算総額は、3,588億4,000万円余とな

り、平成29年度当初予算と比較しますと、

1,889億3,000万円余の増額、約2.1倍の増と

なります。 

 増額となった主な要因は、４月から県が国

保の財政運営の責任主体となることに伴い、

市町村への交付金や関係機関への納付金、拠

出金など、新たに1,923億9,000万円余を平成

30年度熊本県国民健康保険事業特別会計予算

に計上したことによるものでございます。 

 以上、概要を申し上げましたが、詳細につ

きましては、関係課長が説明いたしますの

で、よろしくお願いをいたします。 

 

○髙野洋介委員長 引き続き、各課長から説

明をお願いいたします。 

 

○沼川健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。 

 平成30年度主要事業及び新規事業の２ペー

ジをお願いいたします。 

 健康福祉政策課で掲載しております事業

は、全て震災対応や４カ年戦略、新規事業で

すので、順次全てを説明させていただきま

す。 

 ２ページは、全て震災対応分でございま

す。 

 まず、項目の１つ目、災害救助対策の推進

です。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 １、災害救助事業につきましては、熊本地

震の被災者に対して、災害救助法に基づき、

主にみなし仮設住宅の賃借料等の経費を計上

してございます。 

 ２、災害弔慰金事業は、災害弔慰金の支給

等に関する法律に基づき、熊本地震の被災者

に対する災害弔慰金等を支給する市町村への

負担金になります。 

 項目の２つ目は、被災者支援の推進です。 

 真ん中の説明欄の１、地域支え合いセンタ

ー運営支援事業は、被災者の日常生活を支

え、早期の生活再建を支援するために、市町

村が設置する地域支え合いセンターの活動経
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費を助成するものです。 

 ２の被災者支援広報事業は、新規事業にな

ります。被災者の住まいの再建支援策や健康

維持などに関する情報を、きめ細やかに提供

を行う広報経費になります。 

 項目の３つ目は、「すまい」の再建支援で

す。 

 説明欄の１、住まいの再建支援の(1)住ま

いの再建加速化事業は、応急仮設住宅入居者

等の住まいに関する相談支援体制の整備に関

する経費でございます。 

 (2)住まいの再建支援事業は、被災者が一

日も早く恒久的な住まいを再建されるよう

に、リバースモーゲージなど借入金の実施助

成を行うものです。 

 ３ページをお願いいたします。 

 項目の４つ目は、地域福祉の推進です。こ

れ以降は震災以外の事業になります。 

 説明欄の１、地域福祉計画推進・支援事業

は、平成28年３月に策定した第３期熊本県地

域福祉支援計画に基づく地域福祉の推進を図

る事務経費を計上しております。 

 ２の地域の縁がわづくり推進・支援事業

は、子供、高齢者、障害者など、誰もが身近

な場所で気軽に集い、支え合う地域の拠点で

ある地域の縁がわや、地域の縁がわに宿泊サ

ービスの機能をあわせ持つ地域ふれあいホー

ムの取り組みを促進するものです。 

 ３の地域福祉総合支援事業は、これら地域

の縁がわ等の施設整備や地域福祉支援計画の

推進に寄与する事業等に助成をするもので

す。 

 ４つ目のくまもと暮らし安心システム推進

事業は、地域包括ケアシステムと健康づくり

や、活躍、就労の取り組みを一体的に進める

くまもと暮らし安心システムの推進に要する

経費について、市町村等に助成を行うもので

す。 

 最後の項目、保健・医療の推進は、説明欄

に記載のとおり、医薬品産業基盤維持・拠点

づくり推進事業です。新規事業になります。

化血研の事業譲渡の受け皿となる新会社に対

する県の出資４億円でございます。 

 健康福祉政策課は以上でございます。 

 

○厚地健康危機管理課長 説明資料の４ペー

ジから５ページで説明させていただきます。 

 当課では、大きく分けますと、４つの分野

に沿って事業を進めております。それは、左

の項目に書いてございますが、健康危機管理

対策、感染症対策、食品の安全確保対策、動

物の愛護管理であります。その主要なものに

つきまして御説明させていただきます。 

 ではまず、健康危機管理対策の推進でござ

います。 

 感染症や食中毒などの県民の健康を脅かす

健康危機事案に迅速に対応するため、関係機

関との連携を強化するとともに、保健所等も

含め訓練や研修等を行うとともに、原因究明

や拡大防止に向けた職員育成に取り組むもの

でございます。 

 続きまして、感染症対策の推進でございま

す。 

 １の感染症発生動向調査事業及び感染症予

防事業費でございます。 

 感染症の発生予防や蔓延防止を図るため、

感染症の情報収集、解析を行い、県民や医療

機関への公表を行うとともに、感染症発生時

には疫学調査や病原体の検査を行うものでご

ざいます。 

 ２の肝炎対策事業でございますが、これ

は、Ｂ型肝炎やＣ型肝炎の患者の方々の治療

に伴う医療費の助成でありますとか、肝炎ウ

イルス検査の実施、肝炎に関する正しい知識

の啓発や患者支援などの取り組みを進めるも

のでございます。 

 ３の結核患者医療費、結核対策特別促進事

業費及び結核検診事業でございます。 

 結核患者が発生した場合、迅速に患者等に

接触された方の調査、健診を実施いたしまし
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て感染拡大防止に努めるとともに、感染症法

に基づき、入院勧告を行った際の医療費につ

いて公費負担を行うものでございます。 

 続きまして、４の新型インフルエンザ対策

費でございます。 

 熊本県新型インフルエンザ等対策行動計画

に基づきまして、新型インフルエンザの発生

に備えて、初動体制の訓練、研修を進めてま

いるものでございます。 

 続きまして、５ページをお願いいたしま

す。 

 食品の安全確保対策の推進でございます。 

 ２の管理・運営費（食肉衛生検査所機能整

備事業）でございます。 

 こちらにつきましては、平成29年度から、

食肉衛生検査所の老朽化及び機能強化のため

の施設整備に着手しておりまして、その設計

委託及び工事に必要な経費でございます。 

 ３の食品営業監視事業でございます。 

 国が東京オリンピックまでに導入するとし

ております国際標準の食品管理手法でありま

す――ＨＡＣＣＰといいますけれども、この

ＨＡＣＣＰの普及啓発を図るとともに、導入

に向けた支援を行うものでございます。 

 続きまして、動物の愛護管理の推進でござ

います。 

 １の犬取締事業及び動物愛護管理事業でご

ざいます。 

 県の保健所や動物愛護センターにおきます

犬や猫の引き取り、捕獲、譲渡及びふれあい

方教室など、動物愛護及び管理を行う事業で

ございます。 

 ２の動物愛護推進事業及び動物愛護センタ

ー維持補修費でございます。 

 昨年度、第３次熊本県動物愛護推進計画と

いうものを策定しておりますけれども、これ

に基づきまして、殺処分ゼロを目指す動物愛

護の取り組みを行うための経費でございま

す。 

 健康危機管理課は以上でございます。 

 御審議のほどよろしくお願いします。 

 

○唐戸高齢者支援課長 高齢者支援課でござ

います。 

 主な事業を御説明いたします。 

 説明資料の６ページをお願いいたします。 

 まず、元気高齢者に対する取り組みでござ

います。 

 １つ目は、高齢者の生きがいと健康づくり

の推進でございます。 

 (1)明るい長寿社会づくり推進事業は、熊

本さわやか長寿財団が実施する高齢者の生き

がいや健康づくりの普及啓発や、高齢者のス

ポーツ・文化交流事業等に要する経費につい

て助成するものでございます。 

 (2)の高齢者能力活用推進事業は、高齢者

の無料職業紹介事業に要する経費を助成する

ものでございます。 

 続きまして、２の老人クラブ活動の推進で

ございます。 

 こちらは、県や市町村の老人クラブ連合会

の活動経費の助成を行いますとともに、ひと

り暮らし高齢者宅を訪問し、話し相手や日常

生活援助などを行うシルバーヘルパーの養成

などを行うものでございます。 

 続きまして、７ページをお願いいたしま

す。 

 ７ページの項目は、要介護高齢者等に対す

る取り組みでございます。 

 １つ目は、介護基盤整備でございます。 

 (1)の介護基盤緊急整備等事業は、介護保

険の事業計画などに基づきまして、市町村が

行う地域密着型特別養護老人ホームなどの介

護基盤の整備に要する経費について助成する

ものでございます。 

 (2)老人福祉施設整備等事業につきまして

は、社会福祉法人などが実施する特別養護老

人ホーム等の耐震改修に要する経費について

助成するものでございます。 

 ２つ目でございますが、施設開設準備経費
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助成特別対策事業でございます。 

 こちらは、特別養護老人ホームなどの開設

に必要な人件費や広報費等の準備経費につい

て助成するものでございます。 

 １つ飛びまして、４つ目でございます。 

 軽費老人ホーム事務費補助事業でございま

す。 

 こちらは、軽費老人ホーム設置者が行いま

す利用料の一部減免に要する経費について助

成するものでございます。 

 引き続きまして、８ページをお願いいたし

ます。 

 ８ページは、介護人材の確保でございま

す。 

 (1)介護人材確保対策推進事業は、介護職

の魅力などの広報啓発や定着支援のためのセ

ミナーなどに要する経費について助成するも

のでございます。 

 続きまして、介護アシスタント育成事業

は、介護補助職導入の取り組みに要する経費

について助成するものでございます。 

 その次、(3)介護職員勤務環境改善支援事

業につきましては、介護ロボットを導入する

経費について助成を行うものでございます。 

 続きまして、介護人材キャリアパス導入等

支援事業につきましては、介護事業者に対し

まして、キャリアパスの導入や介護職員処遇

改善加算取得のための支援を行うものでござ

います。 

 (5)福祉人材緊急確保事業は、福祉系学科

で学ぶ高校生の資格取得に要する経費につい

ての助成や、中学校への出前講座や職場体

験、就業相談等による若者の参入促進や定着

支援に取り組むものでございます。 

 続きまして、９ページをお願いいたしま

す。 

 ９ページ、(6)でございます。外国人介護

福祉士候補者受入施設学習支援事業でござい

ます。 

 こちらは、ＥＰＡ、経済連携協定に基づき

ます外国人介護福祉士候補者の学習支援に要

する経費について助成するものでございま

す。 

 最後、(7)でございますが、介護福祉士修

学資金等貸付事業費補助でございますが、こ

ちらは、介護福祉士等の資格取得のための修

学資金や離職した介護人材の再就職準備金の

貸付原資について助成を行うものでございま

す。 

 高齢者支援課は以上でございます。 

 

○柴田認知症対策・地域ケア推進課長 認知

症対策・地域ケア推進課でございます。 

 説明資料の10ページをお願いします。 

 主なものを説明させていただきます。 

 まず、項目欄、認知症施策の推進について

でございます。 

 説明欄をお願いします。 

 (1)認知症診療・相談体制強化事業は、認

知症疾患医療センターの運営など、認知症の

医療体制や関係機関の連携体制、認知症に関

する相談体制の充実強化を推進するものでご

ざいます。 

 (2)精神科病院による一般病院認知症対応

力向上支援事業につきましては、新規事業で

ございます。一般病院の認知症対応力向上の

ために、精神科病院が行う研修等の支援に要

する経費について助成するものでございま

す。 

 飛びまして、(5)認知症サポーターアクテ

ィブチーム支援事業でございます。 

 認知症サポーターの養成、積極的にサポー

ター活動を行っている団体の認定、サポータ

ーの活動活性化に要する経費について助成す

るものでございます。 

 説明資料の11ページをお願いいたします。 

 次に、項目欄、地域包括ケアの推進につい

て御説明させていただきます。 

 説明欄をお願いします。 

 (3)在宅医療・介護連携支援事業でござい
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ます。 

 関係団体等との連携調整会議の開催など、

市町村が実施する在宅医療介護連携への取り

組み支援を行うものでございます。 

 (4)在宅療養・看取り支援事業は、新規事

業でございます。在宅での療養生活やみとり

を支援する医療・介護専門職の人材育成、県

民に対する普及啓発を行うものでございま

す。 

 (5)在宅医療センター事業につきまして

は、新規事業でございます。在宅医療の推進

に向け、地域の在宅医療センターの設置等の

取り組みに要する経費について助成するもの

でございます。 

 説明資料の12ページをお願いします。 

 説明欄をお願いします。 

 (8)介護予防・日常生活支援総合事業の促

進に向けた市町村支援事業についてです。 

 総合事業の推進に向けた市町村職員等に対

する研修やコーディネーター養成に要する経

費、民間事業者等が行う生活支援サービスの

活動費について助成するものでございます。 

 (9)中山間地域等創生による地域包括ケア

推進事業でございます。 

 中山間地域等の条件不利地域において、市

町村等が行う在宅サービスの提供体制の検

討、整備に要する経費について助成を行うも

のでございます。 

 説明資料の13ページをお願いします。 

 項目欄、市町村介護保険事業の円滑な推進

について御説明させていただきます。 

 説明欄をお願いします。 

 (1)から(3)の事業は、いずれも市町村に対

する法定負担金、交付金でございます。 

 (4)介護保険財政安定化基金事業につきま

して、この事業につきましては、介護保険法

に規定する介護保険財政安定化基金の償還金

及び運用利息を積み立てる事業でございま

す。 

 (5)第７期介護保険事業計画支援事業は、

第７期市町村介護保険事業計画の推進及び業

務の効率化に向けた市町村研修会を開催する

ものでございます。 

 認知症対策・地域ケア推進課は以上でござ

います。 

 

○島川社会福祉課長 社会福祉課でございま

す。 

 説明資料の14ページをお願いいたします。 

 まず、生活困窮者に対する取り組みでござ

います。 

 説明欄１の生活保護の適正実施のうち、

(1)生活保護適正実施推進事業は、生活保護

制度の適正な実施を確保するため、福祉事務

所が行う収入資産調査やレセプト点検等の適

正化の取り組みを推進するものです。 

 (2)福祉事務所費は、保護の実施、決定を

行っている県福祉事務所における生活保護業

務に要する経費でございます。 

 ２の扶助費の(1)生活保護費、(2)生活保護

県費負担金は、生活保護受給者に対する生活

扶助や医療扶助等に要する経費でございま

す。 

 15ページをお願いいたします。 

 ３の生活困窮者に対する自立支援でござい

ます。 

 (1)生活困窮者総合相談支援事業は、生活

困窮者自立支援法に基づく事業でございまし

て、生活困窮者に対して、自立相談支援窓口

において総合的な相談支援や自立のためのプ

ラン策定を行うものです。 

 (2)生活困窮者自立支援プラン推進事業

は、(1)の事業で策定されました支援プラン

に基づき、家計相談や子供の学習支援等を行

うものです。 

 (3)矯正施設等退所者社会復帰支援事業

は、障害者や高齢者など福祉的支援を必要と

する刑務所等退所者の支援を行うものでござ

います。 

 (4)生活保護世帯からの進学応援資金貸付
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事業は、生活保護世帯の子供が大学等へ進学

することを応援するために生活資金の貸し付

けを行うものです。 

 (5)生活福祉資金貸付事業費、(6)日常生活

自立支援事業は、県社会福祉協議会に対する

助成でございまして、(5)の事業は、生活福

祉資金の貸付事務に要する経費について助

成、(6)の事業は、高齢等で判断能力が十分

でない方の福祉サービスの利用援助等の実施

経費について助成するものです。 

 16ページをお願いいたします。 

 戦没者等の援護でございます。 

 説明欄１の遺家族等に対する援護のうち、

(1)特別給付金等支給事務費は、戦没者等の

遺族に対する特別弔慰金等の裁定等に要する

事務費でございます。 

 (2)引揚者等援護事務費、(3)引揚者等援護

扶助費は、永住帰国された中国残留邦人の方

に対する通訳派遣などの自立支援や支援給付

金の支給を行うものです。 

 次に、社会福祉施設等の指導監査等でござ

います。 

 社会福祉施設指導監査事業は、社会福祉法

人及び社会福祉施設の適正な運営を確保する

ため、関係法令に基づき指導監査を実施する

ものです。 

 社会福祉課は以上でございます。 

 

○吉田子ども未来課長 子ども未来課でござ

います。 

 17ページをお願いいたします。 

 まず、教育・保育サービスの充実及び地域

における子育て支援でございますが、１から

６に記載の事業は、子供の保育等に関する事

業でございます。 

 まず、１の子どものための教育・保育給付

費につきましては、私立保育所、認定こども

園等に対する給付費に係る県負担金、２の市

町村保育施設運営費補助につきましては、延

長保育や病児・病後児保育事業等の補助事

業、３につきましては、保育士等のキャリア

アップのための研修実施経費でございます。 

 ４の多子世帯子育て支援事業につきまして

は、第３子以降の保育料の補助事業でござい

まして、今年度は、対象年齢を３歳未満児か

ら就学前までに拡充し、対象施設に幼稚園も

追加しております。 

 ５の子育て支援強化事業費補助金につきま

しては、在宅における子育て支援のための地

域子育て拠点等への補助事業、６につきまし

ては、保育所等での保育士の確保を図るた

め、修学資金貸し付けや再就職支援の経費、

保育補助者の雇い上げに要する助成経費でご

ざいます。 

 裏面の18ページをお願いいたします。 

 ７から９は、私立幼稚園関係の事業でござ

います。 

 まず、７につきましては、私立幼稚園の人

件費等の経常経費の助成、８につきまして

は、障害児に対する特別支援教育に要する経

費の助成、９につきましては、認定こども園

等における設備整備など教育支援体制整備の

助成でございます。 

 次の10、11につきましては、放課後児童ク

ラブ関係の事業でございます。 

 10につきましては、放課後児童クラブの運

営経費についての助成、11につきましては、

施設整備の経費について助成するものでござ

います。今年度の施設整備は、５市町で11カ

所を予算措置しております。 

 12は、地域ぐるみの子育て支援を推進する

ため、子育てトークや子育て応援の店の登録

等を行っているものでございます。 

 次に、19ページをお願いいたします。 

 結婚、妊娠、出産、子育てのステージに応

じた切れ目のない支援として、結婚支援や母

子保健施策を記載しております。 

 まず、１のくまもと結婚応援市町村連携推

進事業につきましては、市町村等と連携した

結婚支援の取り組みに要する経費、２及び３
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につきましては、希望する妊娠、出産の実現

のための不妊治療の助成や早産による低出生

体重児の出生を防止するための補助事業でご

ざいます。 

 最後に、４、５につきましては、乳幼児の

疾病の早期治療を促進するため、あるいは小

児慢性特定疾病にかかっている児童等の健全

育成のため、医療費の助成等を行うものでご

ざいます。 

 子ども未来課は以上です。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○木山子ども家庭福祉課長 子ども家庭福祉

課です。 

 説明資料の20ページをお願いいたします。 

 まず、要保護児童対策として、１、子ども

虐待防止総合推進事業を上げております。 

 これは、児童虐待の防止や被虐待児への支

援等のため、児童相談所を中心に、虐待の発

生防止、早期発見、早期対応など、児童虐待

対策を推進するとともに、市町村や警察等関

係機関との連携強化を図るものです。 

 次に、２、里親推進事業は、家庭での養育

に欠ける児童を家庭的な環境のもとで養育す

る里親制度の普及啓発を図るほか、児童相談

所に配置しております里親委託等推進員によ

る里親支援や里親委託を推進するものです。 

 ３、児童養護施設等及び里親委託に係る措

置費は、保護を必要とする児童の養育を児童

養護施設や里親に委託した際、必要となる経

費を負担するものです。 

 ４、清水が丘学園整備のあり方検討事業

は、新規事業となります。 

 これは、児童自立支援施設である清水が丘

学園について、施設の老朽化や国の方針であ

るケア形態の小規模化に対応するため、当該

施設の整備のあり方を検討するものです。 

 次に、子ども、若者への支援として、子ど

も・若者総合相談センター事業を上げており

ます。 

 これは、ニート、不登校、ひきこもりな

ど、社会的自立が困難な子供や若者を支援す

るため、第１次相談窓口となる子ども・若者

総合相談センターに対し、電話や来所による

相談事業等、運営委託をするものでございま

す。 

 次に、21ページをお願いいたします。 

 ひとり親家庭等福祉の推進の１、ひとり親

家庭等学習支援・交流事業は、公民館や社会

福祉施設等を活用して、学習機会が十分確保

できていないひとり親家庭等の子供に対し、

地域の学習教室等を実施し学習支援を行うも

のです。 

 ２、母子父子寡婦福祉資金貸付事業は、ひ

とり親家庭等の経済的自立を支援し、子供た

ちの福祉の向上を図るため、無利子または低

利子で修学資金や生活資金等の各種資金の貸

し付けを行うものです。 

 次に、ＤＶ対策の推進、１、ＤＶ対策につ

いては、若年層に対するＤＶ未然防止教育等

の啓発、ＤＶ被害者等からの相談対応、被害

者の保護、自立支援等の取り組みを行うもの

です。 

 ２、ＤＶ被害者総合支援・加害者対応モデ

ル事業は、一時保護後のＤＶ被害者に対する

総合的な支援を行うため、加害者対応を含め

たＤＶ被害者支援マニュアルの作成等をモデ

ル的に実施するものです。 

 最後に、子どもの貧困対策の推進の子ども

の貧困対策推進事業は新規事業となります。 

 昨年度実施をいたしました子どもの生活実

態調査の結果を踏まえ、子供の貧困対策を推

進するため、関係機関による連携会議の開催

や貧困問題に対する県民への啓発イベントの

実施、さらには市町村における子供の貧困対

策の取り組みを支援するものです。 

 子ども家庭福祉課は以上です。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○永友障がい者支援課長 障がい者支援課で
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ございます。 

 資料の22ページをお願いいたします。 

 主なものを説明させていただきます。 

 まず、被災者の心のケアについてでござい

ます。 

 説明欄１のこころのケアセンター運営事業

は、精神保健福祉センター内に設置しており

ます熊本こころのケアセンターにおいて、熊

本地震による被災者の相談支援などを行うも

のでございます。 

 １つ飛びまして、次に、差別の解消及び権

利擁護の推進についてでございます。 

 説明欄１の障害者条例推進事業は、障害の

ある人もない人も共に生きる熊本づくり条例

に基づき、普及啓発、県民からの相談への対

応などを行うものでございます。 

 ２の障害者虐待防止対策支援事業は、虐待

への迅速な対応、未然防止及び早期発見等を

図るため、関係機関に対する研修や普及啓発

に取り組むものでございます。 

 次に、保健医療体制の充実についてでござ

います。 

 説明欄１の熊本地震を踏まえた自殺予防等

対策推進事業は、相談支援や自殺予防にかか

わる人材の養成などを行うものでございま

す。 

 ２の精神科救急医療体制整備事業は、県内

の精神科病院による夜間、休日における診療

体制の整備や相談対応等を行うものでござい

ます。 

 23ページをお願いいたします。 

 ２つ飛びまして、５の発達障がい者支援医

療体制整備事業は、身近な地域で発達障害を

診療できる医師を確保するとともに、小児科

医、精神科医の連携により、受診までの待機

時間の短縮や診療できる医療機関の充実を図

るなど、医療体制を整備するものでございま

す。 

 ６の依存症対策推進事業は、アルコール等

の各種依存症患者やその家族が地域において

適切な治療と支援を受けられるよう、依存症

相談拠点機関を精神保健福祉センターに整備

するものでございます。 

 次に、地域生活支援の充実についてでござ

います。 

 説明欄１の障害福祉サービス費等負担事業

は障害者について、２の障害児施設給付費等

支給・障害児施設措置事業は障害児につい

て、それぞれ施設入所や在宅サービス等に係

る県の負担金でございます。 

 24ページをお願いいたします。 

 １つ飛びまして、４の発達障がい者支援セ

ンター事業は、県内２カ所に設置しておりま

す発達障がい者支援センターにおいて、相談

支援や研修等を行うものでございます。 

 ５の新規事業でございます。医療的ケア児

等支援事業は、地域で必要な支援を受けられ

よう、保健、医療、福祉、教育等の関係機関

の連携体制を構築するとともに、適切な支援

が行える人材を養成するものでございます。 

 ６のひきこもり対策推進事業は、精神保健

福祉センター内にひきこもり地域支援センタ

ーを設置し、ひきこもりの本人や家族等への

相談支援、普及啓発などを行うものでござい

ます。 

 次に、社会参加の推進についてでございま

す。 

 説明欄１の遠隔手話通訳サービス事業は、

タブレット端末等の情報通信機器を活用し、

聴覚障害者に遠隔で手話通訳サービスを実施

するものでございます。 

 25ページをお願いいたします。 

 ２の障がい者在宅就業支援体制構築モデル

事業は、企業等に就業が困難な障害者を支援

するため、情報通信技術を活用した在宅就業

支援体制を構築するものでございます。 

 １つ飛びまして、４の2020東京パラリンピ

ック選手育成・強化推進事業は、出場可能性

の高い選手を集中的に育成強化を図るもので

ございます。 
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 最後になります。５のやさしいまちづくり

の推進は、高齢者や障害者等の社会参加を促

進するため、障害者等用駐車場の利用証であ

るハートフルパス制度の推進や、平成29年に

導入しましたヘルプカードの普及啓発等を行

うものでございます。 

 障がい者支援課は以上でございます。 

 

○岡﨑医療政策課長 医療政策課です。 

 26ページをお願いいたします。 

 医師確保総合対策の１、通勤困難医療従事

者支援事業は、阿蘇地域の医療機関を対象

に、道路の積雪や凍結等により通勤や帰宅が

困難となった医療従事者の宿泊費について助

成を行うものです。 

 ２の寄附講座開設事業は、熊本大学医学部

に寄附講座を設け、地域医療を担う医師の養

成や地域への派遣に取り組むものです。 

 ３の医師修学資金貸与事業は、知事が指定

する医療機関で一定期間就業することを条件

に、返還を免除する修学資金を熊本大学の医

学生等に貸与する事業です。 

 27ページをお願いいたします。 

 看護職員確保対策です。 

 １の地域医療提供体制回復総合対策事業

は、救急や周産期等の高度医療に従事する看

護職員の離職を防止するため、被災病院が職

員を在籍出向の形で県内外の医療機関に派遣

する場合の人件費を助成する事業です。 

 ２の看護職員確保総合推進事業は、看護師

のキャリアアップ支援や院内保育所の運営費

助成、ナースセンター事業による就労支援等

を行うものです。 

 ５の看護師等修学資金貸与事業は、知事が

指定する医療機関で一定期間就業することを

条件に、返還を免除する修学資金を看護学生

に貸与する事業です。 

 28ページをお願いいたします。 

 災害・救急医療対策の１、災害医療体制整

備事業は、災害時の医療救護活動に関する地

域の体制強化に向けまして、地域災害医療コ

ーディネーターの養成研修等を行う事業で

す。 

 ２のヘリ救急医療搬送体制推進事業は、ド

クターヘリと防災消防ヘリ２機による熊本型

ヘリ救急医療搬送体制を推進するため、ドク

ターヘリの運航等について助成する事業で

す。 

 次に、へき地医療対策の１、へき地医療施

設運営費補助は、県内の僻地診療所と僻地医

療拠点病院の運営費等に対する助成でござい

ます。 

 29ページをお願いいたします。 

 小児・周産期医療対策の２、熊本県小児在

宅医療支援センター運営事業は、医療的ケア

が日常的に必要な子供たちのＮＩＣＵ等から

の退院を円滑に進めるため、小児在宅医療セ

ンターを運営する熊大病院に対して助成する

ものでございます。 

 歯科医療対策の１、医科歯科病診連携推進

事業は、歯科診療を実施していない回復期の

病院と地元の歯科医の連携を促進するための

協議会の開催や関係者の研修等を行う事業で

す。 

 30ページをお願いいたします。 

 医療提供体制の充実の１、地域医療構想推

進事業は、平成29年３月に策定いたしました

地域医療構想を推進するため、県レベルと各

地域レベルで調整会議を設置し、効率的で質

の高い医療提供体制を構築するための方策を

協議するための費用です。 

 ２の病床機能転換・強化事業は、県内で将

来不足が見込まれる病床機能に転換する医療

機関に対しまして、転換に必要な施設や設備

に要する経費の助成を行うものです。 

 ３の地域医療等情報ネットワーク基盤整備

事業は、質の高い医療・介護サービスを提供

するため、ＩＣＴを活用し、県内の医療機

関、訪問看護ステーション、薬局及び介護施

設等をネットワークでつなぐくまもとメディ
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カルネットワークを構築する事業で、事業主

体である県医師会に対して助成を行うもので

す。 

 医療政策課は以上でございます。 

 

○早田国保・高齢者医療課長 国保・高齢者

医療課でございます。 

 資料の31ページをお願いいたします。 

 主なものを御説明申し上げます。 

 国民健康保険制度安定化対策でございま

す。 

 説明欄１の国民健康保険助言指導等事業

は、国保事業の運営が健全に行われるよう、

保険者等に対して必要な助言等を行うもので

ございます。 

 次に、２の国民健康保険制度安定化対策事

業、保険基盤安定県負担金は、市町村が行う

低所得世帯の保険料（税）の軽減に要した費

用等を負担するための県負担金でございま

す。 

 次に、説明欄一番下の国民健康保険事業特

別会計繰出金でございます。 

 これは、国保法の規定に基づき、次のペー

ジで説明いたします国民健康保険事業特別会

計へ繰り出しを行うものでございます。 

 32ページをお願いいたします。 

 国民健康保険の事業運営についてでござい

ます。 

 平成30年度から、県が財政運営の責任主体

となったことに伴い、新たに設置した特別会

計における事業となります。 

 説明欄１の国民健康保険保険給付費等交付

金は、保険医療機関等に支払う保険給付費、

その他国民健康保険事業の実施に要する費用

について、市町村に交付金を交付する事業で

ございます。 

 次に、２の社会保険診療報酬支払基金納付

金は、後期高齢者支援金等を社会保険診療報

酬支払基金へ納付するものでございます。 

 ３の特別高額医療費共同事業拠出金は、著

しく高額な医療費の発生による財政リスクを

軽減するために、国民健康保険中央会が行う

特別高額医療費共同事業に対する拠出金を納

付するものです。 

 次に、４の国民健康保険事業運営費は、市

町村との会議や県による保険給付の点検の実

施等に係る事業費でございます。 

 33ページをお願いいたします。 

 後期高齢者医療対策でございます。こちら

は、後期高齢者医療制度の安定化のための県

負担金でございます。 

 (1)の医療給付費県負担金は、後期高齢者

医療に要した費用について、(2)の保険基盤

安定県負担金は、低所得者等の保険料軽減に

要した費用について、(3)の高額医療費県負

担金は、高額な医療費の発生による財政リス

クを軽減するための費用について、それぞれ

後期高齢者医療広域連合や市町村に交付する

県負担金でございます。 

 国保・高齢者医療課は以上でございます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○新谷健康づくり推進課長 健康づくり推進

課です。 

 説明資料の34ページをお願いします。 

 主な事業について御説明します。 

 まず、健康づくりの推進です。 

 説明欄１の健康長寿推進事業は、県民の健

康づくりの意識醸成や企業等の健康経営を推

進するための普及啓発等を行う事業です。 

 ２の糖尿病医療の均てん化・ネットワーク

支援事業は、糖尿病の発症予防や重症化予防

のため、医療スタッフの養成や２次医療圏域

ごとの連携体制の整備を進めるための事業で

す。 

 ４の歯科保健推進事業は、フッ化物洗口に

よる虫歯予防対策など、県民の歯の健康づく

りを推進する事業です。 

 ５の健康食生活・食育推進事業と――次の

ページお願いします。35ページの６の新規事
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業ですが、地産地消をはじめとした食育の推

進事業は、健康的な食生活、食育の観点か

ら、県民の健康づくりを推進する事業です。 

 次に、がん対策の推進です。 

 説明欄２のがん診療施設・設備整備事業

は、がん診療を行う医療機関の施設整備等へ

助成を行う事業です。今年度は７施設を予定

しております。 

 説明欄３のがん緩和ケア提供体制整備事業

は、緩和ケアに関する専門医の育成や体制整

備を進める事業です。 

 ４のがん相談機能向上事業は、拠点病院等

に配置しているがん相談員の研修や相談支援

体制の整備を進める事業です。 

 36ページをお願いします。 

 難病対策等の推進です。 

 １の指定難病医療費は、難病患者の方々の

負担軽減のため、医療費の一部を公費負担す

るものです。 

 なお、この公費負担に係る事務は、法律に

より、今年度４月から熊本市へ移譲している

ため、県予算は前年度よりも約10億円の減額

となっております。 

 続きまして、２の難病相談・支援センター

事業は、難病患者の方や御家族の方からの日

常生活における相談や就労についての相談な

ど、さまざまな相談をお受けする事業です。 

 ４の新規事業、アレルギー疾患対策推進事

業は、アレルギー疾患に係る拠点病院の選定

や関係機関による協議会の設置など、アレル

ギー疾患対策の体制整備を進める事業です。 

 次に、原子爆弾被爆者対策の推進です。 

 原爆被爆者特別措置費は、原爆に被爆され

た方で病気等の状態にある方へ健康管理手当

などの各種手当の支給を行う事業です。現

在、約1,000人の方に被爆者健康手帳を交付

しています。 

 最後に、ハンセン病問題対策の推進です。 

 ハンセン病事業費は、ハンセン病問題につ

いての正しい理解を深めるため、県民を対象

とした普及啓発を行う事業です。 

 健康づくり推進課は以上です。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○大川薬務衛生課長 薬務衛生課でございま

す。 

 37ページをお願いいたします。 

 まず、項目の１つ目、生活衛生関係営業施

設の振興及び衛生対策についてです。 

 ２の新規事業、住宅宿泊事業適正運営確保

事業につきましては、来る６月15日に施行さ

れます住宅宿泊事業法に基づき、事業者から

の届け出や報告の受理及び事業者に対する指

導監督等を実施し、事業の適正な運営を図る

ものでございます。 

 ３の生活衛生営業振興対策事業につきまし

ては、公益財団法人熊本県生活衛生営業指導

センターが実施いたします経営相談や研修事

業などへの助成を通じて、経営安定や衛生水

準の向上を図ってまいります。 

 38ページをお願いいたします。 

 項目の一番上の献血推進対策についてで

す。 

 医療に必要な血液を確保するため、広く県

民の皆様へ啓発活動を行うとともに、特に若

年層献血者確保対策といたしまして、大学生

組織との連携や高等学校への献血セミナーや

学校献血の実施要請を積極的に行い、将来の

献血者確保を見据えた取り組みを行ってまい

ります。 

 次に、項目の２つ目、臓器移植・骨髄移植

対策についてです。 

 移植医療を推進するため、県の臓器移植コ

ーディネーターなどの活動強化や臓器提供体

制の整備などに努めるとともに、公益財団法

人熊本県移植医療推進財団と連携をいたしま

して、普及啓発活動を推進いたします。 

 項目の３つ目、薬事許認可のうち新規事

業、薬局機能情報提供システム開発・導入事

業は、県内の薬局から報告される薬局機能情
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報につきまして、検索機能を備えた報告から

情報提供までを一体的に行うシステムを新た

に開発、導入することで、県民が薬局を適切

に選択できるようにしてまいります。 

 39ページをお願いいたします。 

 項目の１つ目、薬物乱用防止対策について

です。 

 １の薬物乱用防止事業では、青少年層に薬

物乱用が広がらないよう、県警や教育委員会

などと連携をいたしまして、小中学校、高等

学校で薬物乱用防止教室を開催することで、

薬物の正しい知識の普及を図り、薬物乱用を

許さないくまもとづくりを進めてまいりま

す。 

 項目の２つ目、後発医薬品の普及啓発につ

いてです。 

 後発医薬品の安心使用促進及び普及啓発事

業では、県内主要病院での後発医薬品採用リ

ストの更新や講習会の開催等を行うことで、

県民や医療従事者が安心して後発医薬品を使

用できる環境づくりを進めてまいります。 

 最後に、在宅医療の推進についてです。 

 薬局薬剤師による在宅医療を推進するた

め、公益社団法人熊本県薬剤師会が行う在宅

訪問薬剤師支援センターの運営費について助

成を行うものです。 

 薬務衛生課は以上でございます。 

 

○髙野洋介委員長 次に、病院事業管理者か

ら総括説明を行い、続いて担当課長から資料

に従い説明をお願いいたします。 

 初めに、三角病院事業管理者。 

 

○三角病院事業管理者 病院局でございま

す。 

 資料の説明に先立ち、私からは、県立ここ

ろの医療センターの役割と現在力を入れてい

る事業並びに病院経営の概要について御説明

申し上げます。 

 まず、当センターの本県における精神科医

療の中核病院としての役割についてでござい

ます。 

 １点目は、セーフティーネット機能です。

これは、措置入院など民間では対応が困難な

患者の受け入れや、薬物依存など専門性が必

要な患者の治療を行う機能です。 

 ２点目は、政策的・先導的精神科医療を推

進する機能です。現在力を入れているもの

は、患者の地域移行支援と児童・思春期医療

の２つです。 

 患者の地域移行支援につきましては、平成

26年４月から、院内に地域生活支援室を設置

し、支援室のスタッフを中心に、退院後のサ

ポートを行っております。 

 児童・思春期医療につきましては、平成24

年４月から実施しておりますこころの思春期

外来に加え、本年２月には専用の入院施設を

開設いたしました。近年、ニーズが高まって

いる児童・思春期医療について、今後とも積

極的に取り組んでまいります。 

 次に、病院事業の経営の概要についてでご

ざいます。 

 ただいま御説明いたしましたとおり、県立

病院として、県内精神科医療のセーフティー

ネット機能や政策的・先導的機能を担ってい

くためには、収支が厳しい分野に取り組んで

いく必要がありますが、一般会計からの繰入

金に過度に頼ることのないよう、中期経営計

画を策定し、経費の削減とさらなる医療収益

の確保に努めております。今後ともしっかり

取り組んでまいります。 

 以上が当センターの概要でございますが、

詳細につきましては、総務経営課長が説明い

たしますので、よろしくお願い申し上げま

す。 

 

○髙野洋介委員長 引き続き、担当課長から

説明をお願いいたします。 

 緒方総務経営課長。 
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○緒方総務経営課長 病院局総務経営課であ

ります。 

 41ページをお願いいたします。 

 平成30年度の病院局における主要事業等で

あります。 

 まず、病院の概要であります。 

 開設時期、所在地につきましては、資料記

載のとおりであります。病床数は200床、平

成20年４月から50床を休床し、現在、肺結核

合併症のための病床10床を含む150床で運営

をしております。 

 次に、中段、第３次中期経営計画の主な内

容であります。 

 この計画は、センターの基本理念及び熊本

復旧・復興４か年戦略、第７次熊本県保健医

療計画に基づき、第２次計画の成果と課題を

踏まえて策定した計画であり、センターが進

むべき方向性を示したものであります。計画

期間は、第７次熊本県保健医療計画に合わせ

て、平成30年度から35年度までの６年間とし

ております。 

 順に御説明いたします。 

 １、県立の精神科医療機関の役割として、

セーフティーネット機能の維持、充実を図る

とともに、児童・思春期医療と政策的・先導

的精神科医療に積極的に取り組むこととして

おります。 

 具体的には、セーフティーネット、すなわ

ちほかの病院では受け入れが困難な患者さん

の受け入れや、先導的な精神科医療として児

童・思春期精神科医療等に取り組みます。 

 ２、医療の質の向上と安全を確保し、患者

や家族等との相互協力のもと、利用者の立場

に立った医療の提供を行ってまいります。 

 具体的には、医療スタッフの確保、医療安

全管理対策等に取り組みます。 

 ３、国が進める「入院医療中心から地域生

活中心へ」という方向に沿って、患者の社会

生活に向けた支援の充実を図り、短期治療型

の病院を目指します。 

 具体的には、さまざまな職種の医療スタッ

フによる地域生活支援等に取り組みます。 

 ４、精神科医療を支える人材の教育、研修

の推進やＤＰＡＴの派遣を含む精神科災害医

療への対応等、地域に貢献できる病院を目指

します。 

 具体的には、県内精神科医療を支える人材

の研修やセンターの人材を活用した地域貢献

に取り組みます。 

 ５番目が、これらの基本方針を実現するた

め、職員の勤務環境を改善していくととも

に、運営体制を強化し、安定した経営基盤を

確立いたします。 

 具体的には、これまでに引き続き、効率的

な業務運営に努め、安定した経営基盤の維

持、向上や職員の勤務環境の改善等に取り組

みます。 

 続きまして、43ページをお願いいたしま

す。 

 平成30年度当初予算であります。 

 第３次中期経営計画に掲げる病床利用率や

１日の平均外来患者数等に基づき、予算を編

成しております。内訳を記載しております

が、40ページに総括を記載しておりますの

で、そちらのほうで御説明差し上げたいと思

います。 

 恐れ入ります。40ページをお願いいたしま

す。 

 まず、病院会計についてですが、病院会

計、これは収益的収支と資本的収支がありま

す。下の(注)に記載しておりますが、収益的

収支というのは、１事業年度の企業の経営活

動に伴って発生する全ての収益と費用、資本

的収支は、建物、施設の建設や企業債の元利

償還などの費用、そしてその財源となる収入

を言います。 

 総括表の左側、収益的収支であります。 

 収入は、17億2,100万円余、第３次中期計

画に基づく患者等をもとに見込んだ収益と一

般会計からの負担金等であります。支出は、
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17億2,000万円余、運営費用を計上しており

ます。 

 続きまして、資本的収支であります。収入

はゼロであります。内部留保資金により対応

することとしております。支出は、３億1,70

0万円余、当院建設当時の企業債元金の償還

や施設整備の更新費等を計上しております。 

 病院局からは以上であります。 

 

○髙野洋介委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、主要事業等について質疑を

受けたいと思います。質疑を受けた課は、課

名を言われて、着座のままで説明をしてくだ

さい。 

 それでは、質疑はありませんか。 

 

○西聖一委員 西でございます。12年目にし

て初めて厚生常任委員会に入れさせてもらい

ましたので、よろしくお願いいたします。 

 ちょっと余りにも広過ぎるのであれですけ

れども、２～３点お聞きしたいのが、まず、

５ページ目の犬の愛護関係です。 

 昨年から非常に質問も上がって、一生懸命

取り組んでいただいているところでございま

すが、ちょっときょう聞いてほしいと言われ

たのが、県庁で犬、猫の譲渡会をされますよ

ね。ことしから、何かどこかの民間に委託し

て譲渡会をするのではという話が聞こえてき

たので、もしそういう話があるならどういう

ことかなということをちょっとお聞きしたい

んですが。 

 

○厚地健康危機管理課長 昨年、県庁プロム

ナードで、民間といいますか、県内の動物愛

護団体と初めての合同譲渡会をやりました。

もしかしたら、そのことを言ってらっしゃる

のかもしれませんけれども、その譲渡会をや

るに当たりまして、事前のＰＲですとか、あ

るいは当日の運営、そういったことをやる必

要がございましたので、コンペをしてお願い

するところを決めて委託したものがございま

す。今年度も引き続き、啓発予算はいただい

ておりまして、その中で合同譲渡会もやろう

というふうに考えておりますので、その流れ

で今年度も同じような形で、我々ではできな

い部分を民間に委託してやらなければならな

いと思っておりますので、それのことかと思

いますが。 

 

○西聖一委員 昨年からそういう形式をとっ

て、コンペ形式で民間の協力もいただいてい

るということで理解していいですか。 

 

○厚地健康危機管理課長 そうです。はい。 

 

○西聖一委員 はい、ありがとうございま

す。 

 もう１点いいですか。 

 

○髙野洋介委員長 はい、どうぞ。 

 

○西聖一委員 24ページのひきこもり対策で

ちょっとお尋ねです。 

 これも、もう以前から問題になっているん

ですが、６番目の推進事業の中で取り組んで

いらっしゃいますが、現在、このひきこもり

の数値って減ってきているのかどうなのかと

いうことと、そもそもこの数字ってどうやっ

て把握しているのかをちょっとお尋ねしたい

と思います。 

 

○永友障がい者支援課長 実際のひきこもり

の人数というのは、統計としては把握をでき

ておりませんで、ひきこもりの地域支援セン

ターというのを精神保健福祉センターのほう

に設置しておりまして、そこで専用の電話の

相談等を受け付けておりまして、相談件数に

ついては、平成26年が118人、平成27年度が1

34人、平成28年度が128人ということで、大

体120人前後で推移しているという状況でご
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ざいます。それから、もう１つ、来所相談と

いうことでやっておりまして、来所相談のほ

うも大体60人から80人程度で相談に来られて

いるという状況でございます。 

 

○西聖一委員 はい、わかりました。じゃ

あ、県としては、そういう窓口を設けてそう

いう方は対応しているということで了解して

いいですか。全体をするということではなく

て。 

 

○永友障がい者支援課長 今申し上げたひき

こもり地域支援センターのほうに、専任のひ

きこもり支援コーディネーターということ

で、職員を２名は配置をして対応をしている

という状況でございます。 

 

○西聖一委員 はい、わかりました。 

 

○髙野洋介委員長 ほかにございませんか。 

 

○岩下栄一委員 いろいろ貧困の問題が幾つ

か挙げられていて、貧困児童とか、あるいは

貧困家庭とか、自分のことを言われているよ

うな感じがしますけれども、生活保護の受給

世帯は、熊本県でどのくらいあるんですか。 

 

○島川社会福祉課長 社会福祉課でございま

す。 

 平成29年11月現在で、県全体ですけれど

も、１万9,641世帯、人数でいうと２万5,392

人でございます。 

 

○岩下栄一委員 ああ、そうですか。生活保

護受給世帯よりもさらに貧困な家庭が３倍ぐ

らいあると、よくちまたで言われております

けれども、その現状はどうでしょうかね。生

活保護世帯以下の生活水準。 

 

○島川社会福祉課長 そういうふうな話は聞

いておりますけれども、ただ、現実的には、

国から県、調査数値等は出しておりません。

わかりません。 

 

○岩下栄一委員 生活保護世帯の世話なんか

民生委員がされるわけだけれども、民生委員

は充足しているんですかね、今。 

 

○島川社会福祉課長 社会福祉課でございま

す。 

 平成30年１月現在の数値でございますけれ

ども、民生委員の定数が2,777人で、充足率

が98.1％、欠員が53名です。 

 

○岩下栄一委員 民生委員制度が、ことし

100周年と言われておりますけれども、何か

民生委員のなり手がいないというところも随

分あるようですね。私らの区域では、民生委

員のなり手がなかなかいないんですよ。そう

いう問題を県としてどう対応してくださる

か。 

 

○島川社会福祉課長 民生委員のなり手不足

の理由というのは、いろいろあろうと思いま

すけれども、１つには、民生委員、児童委員

の仕事の内容というか負担というか、そうい

うものが非常に重くなっているのではないか

と。もう一つは、無報酬、献身的な地域活動

というのがなかなか、地域住民とかあるいは

なり手の方に理解されているのではないかと

いうふうに思っております。 

 そういう意味で、なり手不足の問題につき

ましては、一義的には民生委員推薦会等を所

管しておる市町村の業務課題ではあるのかな

というふうには思ってますけれども、県とし

ても、その民生委員負担軽減のために、新任

民生委員の研修とか、あるいは二千何百名の

振興局ごとの一般研修とか、そういうことで

民生委員の資質の向上をしていくというふう

なことを行っております。 



第２回 熊本県議会 厚生常任委員会会議記録（平成30年４月26日) 

 - 18 - 

 それとあと、市町村社協さんの中にも、福

祉協力員さんとか、いろいろ町の中に専任さ

れている方もいらっしゃいますので、そうい

う方と連携しながら、民生委員の負担を少し

でも軽くできるようなことができないかとい

うふうには思っております。 

 以上です。 

 

○岩下栄一委員 民生委員のなり手不足の理

由の一つに、民生委員が、いろんな便利屋、

町内会なんかの便利屋に使われるというケー

スが随分あるということで、もう民生委員な

んか引き受けたら大ごとという声が随分ある

んですね。だから、やっぱり研修なんかで、

民生委員本来の仕事はここまでですというの

をずっと教えていただいて、自覚を持っても

らうほうがいいと思います。よろしくお願い

しときます。 

 

○髙野洋介委員長 ほかにございませんか。 

 

○小早川宗弘委員 資料の24ページですけれ

ども、障がい者支援課。 

 この資料の４番、発達障がい者支援センタ

ー事業についてちょっと質問がありますけれ

ども、北部と南部、予算額は5,392万円とい

うふうなことで、これは人件費も入っている

のかどうかということと、最近の傾向とし

て、利用者が非常にふえてるというふうなこ

とを聞いておりますけれども、それぞれどれ

ぐらいの利用者がいるのか。相談件数でも構

いませんけれども、１つの指標でもいいです

けれども。それと、ここ２～３年でやっぱり

増加しているのか。そういう増減傾向が、ど

ういうふうな、どれぐらい伸びているのかと

いうのをちょっと教えてください。 

 

○永友障がい者支援課長 経費については、

人件費を含んでおります。それから、北部と

南部を設置しておりますけれども、相談、活

動件数といいますか、というのは年々ふえて

きているという状況で、平成29年はちょっと

途中までですので、平成28年度で、北部のほ

うが2,339件、南部のほうが1,531件というこ

とで、南部のほうは、25年に八代のほうに開

設していますけれども、当初からすると大幅

にというか、368件でしたので、５倍程度に

どんどんふえてきているというような状況に

ございます。 

 

○小早川宗弘委員 北部のほうは、この３年

同じぐらいの……。 

 

○永友障がい者支援課長 北部につきまして

は、ここ５年を見ますと、ちょうど５年前

が、平成23年が2,000件程度ですので、300件

程度ふえているという状況でございます。 

 

○小早川宗弘委員 特に南部のほう、相談件

数とか、あるいは利用者がふえているという

ふうなこと。私も、地元も含んだ形での支援

センターの活動ということで、ちょっとこの

前、関係者の方、利用者の方ですけれども、

うわさをいろいろ聞きましたけれども、とに

かくそういう相談件数、利用者がふえている

というふうなことで、なかなか、活動も今の

体制では行き詰まっているのではないだろう

かというふうな話を聞いております。 

 特に、この南部のほうは──北部のほう

は、熊本市を除くエリアですよね。北部、大

津を中心とした阿蘇とか、エリア的に、面積

的にも、ある程度賄えるエリアではないか。

ただ、南部のほうは、水俣、人吉・球磨、そ

して天草もあるというふうなことで、非常に

大変だというふうなことも聞いておりますの

で、ここの対策をやっぱり強化していくこと

が今後の課題というふうに思いますので、ま

た何かいろいろとそういうふうなことを念頭

に置いて、また、この１年間、いろいろな支

援、サポートというのをお願いしたいという
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ふうに思います。 

 

○髙野洋介委員長 要望でいいですか。 

 

○小早川宗弘委員 要望でいいです。 

 

○松野明美委員 済みません、関連で。 

 私も相談をしたことがありまして、市のほ

うなんですけれども、当時、発達障がい者支

援センターに行って、相談が４カ月待ちと言

われまして、相談を待っている間に、また新

しい悩みといいますか、相談が生まれてきま

して、大変だったという思い出があるんです

けれども、北部と南部は今何カ月待ちぐらい

で相談ができるのかなと。 

 

○永友障がい者支援課長 松野委員、今おっ

しゃられたのは、熊本市のほうが……。 

 

○松野明美委員 はい。４カ月待ちと言われ

たんですけれども、この北部と南部は。 

 

○永友障がい者支援課長 済みません、北部

と南部の待ち日数のほうは、今私がちょっと

把握しておりませんので、申しわけございま

せん。ちょっと確認はしておきます。 

 

○松野明美委員 じゃあ、後日わかったら、

ちょっと教えていただければと思います。４

カ月待ちのときに、本当にかなり待ったとい

うものがありまして、生まれてすぐで、ちょ

っと相談をするほうなんですけれども、また

本当にどんどんと相談したいなということが

ふえてきたという思い出があるものですか

ら、ぜひ後日お願いいたします。 

 

○永友障がい者支援課長 済みません。ちょ

っと確認ですけれども、相談のほうというこ

とでよろしい……。 

 

○松野明美委員 私は、相談をするほうです

ね。 

 

○永友障がい者支援課長 ですね。医療、診

察のほうではなくてということで。 

 

○松野明美委員 生活の中でいろんな悩みが

出てくるんですけれども、相談をするほうで

４カ月待ちと言われて、小早川先生がおっし

ゃったように、ちょっと相談体制のほうがど

うなのかなと思ったことがあったものですか

ら。 

 

○永友障がい者支援課長 わかりました。後

日御報告させていただきます。 

 

○髙野洋介委員長 ほかにございませんか。 

 

○西聖一委員 児童相談所の関係なんですけ

れども、20ページになります。 

 いろいろ議会でも質問させていただいて、

人が少ないから定員を何とか配置をというこ

とで、お聞きしていたら、２名ほど増員いた

だけるという話で非常に喜んでいたんです

が、４月以降、何かいろいろ事情があって、

逆にやめる方のほうが多い話が聞こえてき

て、さらにまたそれを補うために、今非常勤

とか職員を募集しているという話もお聞きし

たんですが、今どういうふうな状況になって

いるかというのと、あと関連で、里親推進も

今取り組まれておるんですが、里親は、基本

的に１年間ずっと預かる、基本的にずっと預

からなければなりませんけれども、よその県

では週末だけ預かるような里親制度も導入さ

れているようなんですが、そこら辺の取り組

みがあるのかどうかをちょっとお聞きしたい

と思います。 

 

○木山子ども家庭福祉課長 今お尋ねいただ

きました、まず１点目の児童相談所の体制で
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ございますが、委員御指摘のとおり、ちょっ

と内部的にやめられた方というのがいらっし

ゃったものですから、内部的に今そこを補う

ために、工夫をしながら人員の配置をして対

応できるように、そこは工夫をしているとこ

ろでございます。 

 それと、里親のほうでございますが、里親

支援につきましては、確かにおっしゃるとお

り、１年間通してずっと里親の方に委託をし

て受け入れていただいているんですが、週末

だけの里親というような取り組みにつきまし

ても、実際、今一部で取り組みを行っており

まして、済みません、数字のほうはちょっと

まだ把握しておりませんが、そのあたりはい

ろんな形を里親として支援していってるとい

ったところでございます。 

 

○西聖一委員 はい、わかりました。よろし

くお願いいたします。 

 

○髙野洋介委員長 ほかにございませんか。 

 

○岩下栄一委員 薬務衛生課ですけれども、

移植医療のコーディネーター、今も日赤にお

１人ですか。 

 

○大川薬務衛生課長 薬務衛生課でございま

す。 

 県の移植医療のコーディネーターは、日赤

に１名、それと後任者を育成しておりまし

て、昨年でその研修が終わったということ

で、今年度、移植医療の資格取得に向けて進

めているところでございます。 

 

○岩下栄一委員 県内でもやっぱり移植医療

を希望する人が、肝移植とか骨髄移植とか多

いとでしょうね。 

 

○大川薬務衛生課長 移植につきましては、

県内大部分は腎臓移植を希望される方が多い

というふうに聞いております。 

 

○岩下栄一委員 わかりました。もう１点よ

かですか。 

 医薬品の販売の問題ですけれども、今医薬

品が物すごいいろんな種類が出回って、販売

者が医薬品の知識や情報がなくてお店に立っ

ていると。薬を買いにきた人が、これはどが

んねと聞いても説明できないというような現

象があちこちで見受けられます。そうした医

薬品販売を啓発というか、レベルアップとい

うか、そういうことについては何か対応され

ておりますか。 

 

○大川薬務衛生課長 薬務衛生課でございま

す。 

 お話の資格者につきましては、登録販売者

という資格者のことをお話しいただいている

と思いますけれども、資格者につきまして

は、研修を受ける義務が課されておりまし

て、機会を見つけて研修を受けるようにとい

うことで指導を行っております。 

 

○岩下栄一委員 今膨大な数の医薬品がちま

たにあふれて、だから薬の知識がやっぱり十

分追いついていないんじゃないかなと思うん

ですね。その点はどうですか。 

 

○大川薬務衛生課長 市中に出回ってます一

般用医薬品につきましては、医療用と比べて

比較的作用が弱いといいますか、緩和なもの

になっておりますので、通常、使われる成分

はある程度固まっております。それについて

説明ができないということであれば、その資

格者に問題があるというふうに考えておりま

すので、研修を充実させてまいりたいと思い

ます。 

 

○岩下栄一委員 以前、風邪薬の副作用で亡

くなった人がいるんですね。スティーブン
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ス・ジョンソン症候群で、結局、難病指定に

なりましたけれども、そういうこともありま

すので、風邪薬といったって油断できないと

いうような今の世の中ですから、ぜひ薬販売

の管理というか指導をよろしくお願いしてお

きます。 

 

○髙野洋介委員長 要望でいいですか。 

 

○岩下栄一委員 はい。 

 

○髙野洋介委員長 ほかにありませんか。 

 なければ、以上で質疑を終了いたします。 

 次に、その他で委員から何かありません

か。 

 なければ、以上で本日の議題は終了いたし

ました。 

 最後に、要望書が１件提出されております

ので、参考としてお手元に写しを配付してお

ります。 

 これをもちまして、第２回厚生常任委員会

を閉会いたします。 

  午後３時21分閉会 
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